
意見書案第９号 
 

交通基本法の理念に基づく鉄道分野への予算配分と 

政策推進を求める意見書 

 

 政府は本年６月に「交通基本法の制定と関連施策の充実に向けた基本的な考

え方（案）」を発表した。この法の理念に照らすならば、環境問題やまちづくり

政策に貢献する持続可能な交通・社会づくりが必要であり、誰もが利用できる

公共的な交通手段の充実・発展が２１世紀に求められる国家的な重要政策であ

ると考える。 

一方、４月２７日の行政刷新会議ワーキンググループの事業仕分け第２弾で

は、独立行政法人鉄道建設・運輸施設整備支援機構の特例業務勘定の利益剰余

金（平成２０年度末で約１．３５兆円）を国庫に返納するよう判定された。こ

うした中、会計検査院は９月２４日、同剰余金から、将来必要な費用を差し引

いて国庫へ返納するよう求める報告を内閣に行っている。 

しかるに、交通基本法の理念と、当該勘定の資金が国鉄改革や整備新幹線の

敷設の経過で生じてきた事実にかんがみれば、この資金は単に国庫への返納と

すべきではなく、総合的な交通体系の視点に立った政策の推進に活用すべきで

ある。 

すなわち、独立行政法人鉄道建設・運輸施設整備支援機構の特例業務勘定の

利益剰余金については、国庫に返納させることなく、ＪＲ北海道をはじめとす

る三島会社及びＪＲ貨物の経営支援策の恒久化を含む助成策の実施、整備新幹

線の計画的な建設推進、及び並行在来線の安定経営による貨物鉄道ルートと地

域交通の維持のための対策等、地方路線の維持・活性化に向けた助成策として

使うべきである。 

よって、政府においては、制定へ検討を進める交通基本法の理念に基づき、

平成２３年度予算編成において、持続可能な交通体系の形成に向けた予算配分

と政策推進を実施されるよう強く要望する。 

 

以上、地方自治法第９９条の規定により、意見書を提出する。 
 
平成２２年（２０１０年）１０月２９日 
 

札幌市議会 
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